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現在まで、 日本になされた西欧文明の移植のなかでも最大級のものは、庶民のあずか り知 ら
ない政治的エ リー トの手によって2度 行われた。1度 目は明治の文明開化の時代であり、2度
目は第2次 世界大戦後の新国家建設の時代である。いずれ も西欧文明の果実を移植 したので
あったが、時期による西欧文明の発展の度合いと導入の目的の違いから、2度 の移植の内容は
異なっていた。1度 目は、 日本の国を運営するエ リー トが行 った。その内容は先進諸国である
欧米 と対等な独立国として振 る舞えるよう、社会機構を整備するためになされた近代法の導入
と国を富ますための産業化の基礎 となる科学技術の導入および工場建設であった。それはあく





これ ら2度 にわたる西欧文明の大規模な移植は現在の日本を形づ くっている土台の1っ であ
る。エリー トの手による移植の目的はほぼ達成されていることは現在の日本の国家が、経済先
進諸国の1っ として世界経済を考えるG7の メンバーとなっていること、また民主主義国とし
て定義されている1)ことか らも明 らかである。 これ らの移植がうまく根付いてきたのは、受け









は、生活の一部となっている西欧文明の功罪を明 らかにし、西欧近代社会での経験か ら 「良き
もの」を吟味 して取 り出すことであろう。その 「良きもの」を明らかにし、それを新 しい時代
にふさわ しく修正 していく作業が、21世 紀に向かうための羅針盤となる、 新 しい人間観、 社
会観を構築する作業に連なるのではないだろうか。
2西 欧近代社会 の2つ の側面
科学技術 と民主主義
近代社会を成立させているその根底にある近代の思想 は、社会 の生産力の増加を背景 にル
ターやカルヴァンの宗教革命をとおして、中世的なるもの、すなわちヨーロッパ中世のキリス
ト教社会がもっていた宇宙観、 自然観、人間観を根本か らくずし、人間の自由を確立 したとこ
ろか ら生まれてきた。その後、アメ リカ独立革命、フランス革命をとおして近代思想は鍛えら
れ近代国家の基礎が確立 し、さらには第1次 世界大戦、大恐慌、第2次 世界大戦などその後さ
まざまな歴史的な経験を重ね、近代民主主義思想としてより鍛えられ現代に至 っている(福 田
1970;1977)o
近代以降のこのような新 しい宇宙観、自然観、人間観、社会観 に基づいて発展 してきた西欧
近代社会を大 きく特徴づけると次の2っ の側面を取り出すことができる。1っ は、新 しい自然
観から生まれた近代科学、科学技術の発達である。この近代科学の発展 は産業革命を促 し社会
の生産力を飛躍的に増大させ、 社会の構造を根本的に変えてきた。 もう1っ は、 「すべての人






















史的経験をとおして第2次 世界大戦後 「すべての人間の自由 ・平等」の価値原理をより社会に
具現化させた。その行動の1っ は、国連の人権憲章の起草であり、いま1っ は、近代社会の舞
台である国民国家を福祉国家に作り上げていくことであった。





カルな福祉国家は、「すべての人間の自由 ・平等」 という近代民主主義思想を 「個の尊厳」 と
の関わりでより発展させ、その目的の遂行を国民国家の役割 として社会がその責任を担うこと






とを可能にさせた(福 田1977:123-4)。 そしてまた要 となる平等の概念は次の2っ の側面




の積極的介入が求あられ るのである。民主的福祉国家は、 このような自由 ・平等の考え方を




ティトマス(Titmuss:72-3)は 、社会保障 ・社会サービスの利用について3つ のモデル
を提出している。1っ は、教育(義 務教育、職業訓練等)な どの個人のみならずひいては社会
の将来のための先行投資の形をとる 「投資型」であり、2っ には、所得分配または資源活用と
して個人や家族に直接的な利益(家 族手当、 年金給付、 医療サービス等)の 増大をもた らす
「福祉増進型」、そ して、社会的要因によって被害を受 け、福祉を侵害された個人や家族への補




















た3)。と同時に 「すべての人間」の実質的平等を保障するため 「無差別平等の原理」に基づ く
社会的な差別の禁止だけでなく、積極的平等の概念に基づいて不平等の是正に積極的に取 り組
んできた。 ここに西欧文明の肯定的側面を見ることができる。






画的な経済政策が模索 されている4)。 ティトマスも国家が リーダーシップを取 って行 う社会保
障 ・社会サービスは、そもそも市場経済 にのらないサービスであり、かりに行われて も人間の
福祉 という点、経済合理性という点からも問題になると主張 している5)。にもかかわらず、福




つまり個人主義(individualism)と 集団主義(collectivism)を めぐる論争 とも理解されて
いる。なぜなら、サ ッチャーや レーガンの立場 に見 るように、西欧では歴史的に、人間の自立





自立 した経済人がモデルである自由市場派経済政策を推進 したのであった。それに対 し、福祉
国家政策を推進する立場は、市民間の不平等を減 らすためには国家は必然的に個人の自由を制
約す る措置をとらざるをえない。つまり、私有財産に一定の制約を加えなが らでも人間の間に




方向に向か った。 ドーア(Dore1990:24-39)は 、経済危機にさいしてコーポラティズムに








ところで、 ドーアのいうコミュニティー意識 とは、民主主義の連帯の思想(集 団主義)が 個
人の意識に現れたものと見なせるが、個人主義と集団主義 とは相反するものなのだろうか。正
確にはある種の個人主義11)とある種の集団主義 は相容れないというべきであろう。なぜなら、
先の個人主義の立場は自立 した個人の善意の発露 として私的慈善を推進するが、それに対 して
福祉国家は歴史的経験か ら、私的慈善に依存することは不確実性が高 く、また他人への屈辱的
服従と自尊心喪失を利用者にもたらすため、私的慈善にかえて国民相互保障というシステムを





がで きる。む しろ、国家の新 しい役割 を否定する反国家主義の個人主義12)、自立 自助を強 く
主張する個人主義、そしてあまりに強い自己利益追求の個人主義では、エゴイズムを導 きやす
く国民の連帯を導 くことはできない13)。したがって、このような個人主義 と集団主義(連 帯
の思想)と は相反するが、個人の尊厳を基礎づける個人主義 は民主的福祉国家の基礎 にあると
いえよう。
さまざまなタイプの福祉国家




貧か ら防貧へ、国民の権利 としてのサービスへとその目的を変化させるにっれ、屈辱的な ミー






と 「残余的福祉モデル」の2つ があげられる(Pinker1985)。 前者は国民全員を対象に個々の
ニーズに基づいて最善の支給を行 うという普遍主義的な立場に立っ ものであり、一部には選別
主義的なサービスもあるが、市民の権利 として普遍主義的サービスが基本的に提供される。後
者 は、政府 の役割を最小限に限定 し、 もっとも重要な役割 は個人や家族の自助あるいは市場や
非営利団体 などの民間部門にお くもので、このモデルでは、個人や家族の自助努力が失敗 した
場合にのみ公的な社会福祉制度が利用できる15)。したが って選別主義的サービスが基本 とな
る。
デヴィッ ドソン(Davidson1989:247-284)は 、 福祉国家として名高いスウェーデンと
ニュージー ランド両国の政策を比較研究 して、上記の類型だけでなく新たに連帯/平 等 とい
うメルクマールをたてている。現時点での到達点およびその結果の両国の大 きな違いは、政策
目標としての連帯主義と平等主義にあるという。
デヴィッ ドソンがスウェーデンの福祉政策を連帯主義 と定義 したのは、理念 として国民 の




た。 したがってサービス供給 システムは、すべての国民に権利 として平等なサービスを公平に
行 うために、選別主義的に行 うものもあるが多 くのサービスは基本的には普遍主義的なもので
ある。 このようにスウェーデンが目標 としたのは市民権 としての社会政策 というべきものであ
り、経済的な結果の平等ではなく、生活条件の平等(equalityofcondition)で あった。 し
かも、 この平等 は実質的平等を目指 しており、 したがってすべての国民に高い生活水準を保障
することになる。このような国家予算による政策を現実に可能に したのは、ほかでもない互い
に支えあうという国民の連帯意識であった。









(equalityofoutcome)を 志向 している。 安全ネットとしての役割を十分にもっ福祉政策で
はあるが、所得再配分による経済的平等を志向 したためサービス供給システムは残余的福祉 モ
デルとなっている。
残余的福祉モデルをとる多 くの国々が、1970年 代以降の経済再編成期に福祉政策を大 きく











4現 代 日本 の社会福祉 システムの特徴
選別主義型残余的福祉モデルと家族集団単位
第2次 世界大戦後の新憲法下の改正生活保護法が制定 されるまで、立憲君主制下の日本では
社会の責任、 国民の権利 としての社会福祉制度 はなかった。 戦前では、1929年 救護法(1932
年実施)が 制定されたものの、あくまでも親族が扶養の責任をもち、労働能力がある者は認め












「家」制度の伝統は、社会の責任と国民の権利を明記 した新憲法に基づ く1950年 の改正生活
保護法においても 「補足性の原則」 「世帯単位の原則」など、 まず家族 ・親族が第一義的に助
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戦後 日本は一貫 して、生産優先の政策、労働の質 と量を高める政策を採ってきたが、当然の
ことなが ら福祉政策 もその路線 に沿 うものであった。60年 代の高度経済成長期においては、
国による福祉サービスよりも民間によるサービスの推進に努めている。公的な社会福祉サービ
スは低所得者層にたいするもので選別主義的サービスとなっている。またその後の生活保護制
度 は十分に発達することなく、 欧米の福祉国家政策は1970年 代に 「福祉の爆発(国 家予算に
しめる社会費用の増大)」 を経験するが、 日本ではいち早 く 「適正化」路線を採用 し世界的に
見てもかなり低い率 に利用を押さえてきた16)。生活保護費受給者はそうでない人々の生活 よ




























者、 慢性疾患を伴う身体障害者、 知的障害者、精神障害者と、 障害の部位や状態 によって異
なった福祉的対応がなされている。また近年分立する年金制度が1元 化され国民すべてを1本
化する基礎年金制度が導入 されたが、障害者については過去の拠出制、無拠出制を踏襲 してお
り、保険料を支払った障害者(社 会人の中途障害者)と 支払わない障害者(先 天性および成人
前に障害を持 った人々)と を分け平等に取り扱っていない(要 田1995)。 それはとりもなおさ
ず 「社会に貢献 したかどうか」という価値観を反映させている。つまり基礎年金制度 は1本 化













合 は同 じ選別主義型残余的福祉モデルといっても個人主義ではなく、 「日本型集団主義」 の価
値観によって支えられている。
日本の産業化(し ばしば近代化 と称される)は 、日本文化 と適合的であったと指摘される。
それは産業化を推進するにあたって必ず しも社会が個人主義的である必要 はないということを
示唆するものであった。む しろ1970年 代以降の世界的な経済の低迷期における飛躍的な日本
経済の立ち直 りとその成功によって、 日本文化、なかで も組織的原理としての 「家」原理(日


















1977)、 また老人介護における主婦の役割に見 るように、 自己犠牲を強いる互助主義 ともいえ
る。
ただし考えなくてはならないのは、集団の発展のために個人が喜んで犠牲 となるのは、個人
の利害と集団の利害が一致するという日本社会の特性があるか らである。 日本 における経営の
成功は、 このような伝統的な価値観を、国が社会政策をとおして積極的に推進 してきたからと
見ることができる。 とくに戦後 日本の社会保障制度は、大企業の福利厚生の充実を推進 した。
これこそ自己の利害 と集団(企 業)の 利害を一致させ、所属集団の成功は自己の成功 と一致す
るものでもあった。福利厚生のメ リットは従業員に企業への献身を促すものである。 また国に
とっては国費の出費を最小限にする政策でもある。 日本の政府は最初か ら 「小 さな政府」を志
























一定の伝統的な行動を規定 してきた共同体の紐帯か らの 「解放」であると近代化を捉えた丸
山真男(1968)は 、近代化は個人を析出する(individuation)が 、その進行過程で4つ のパ
ターンの個人が見いだされると指摘 している19)。すなわち、 自主独立 し自立心に富む 「自立
した個人」、 他者志向で根無 し草状態であるが、 時としてファナティックな政治参加に転化す
る 「原子化 した個人」、 自立 しかっ自発的な集団や組織を形成する傾向のある 「民主化 した個
人」、関心を私的な消費と享受の世界に封 じ込ある私的欲求充足志向の 「私化 した個人」 であ
る。
「自立化 した個人」 と対極 にあるのは 「原子化 した個人」であり、「民主化 した個人」 は、
「自立 した個人」よりも大衆運動に積極的であるので 「自立化 した個人」 と 「原子化 した個人」
の中間と見なされる。「自立 した個人」 と 「民主化 した個人」 との違いは、 いずれ も権威か ら
自由ではあるが、「自立化 した個人」は市民的自由の制度保障に熱心なのに対 し、「民主化 した
個人」は特権を廃絶 し、公共の問題に関心をもっという点 にある。また 「民主化 した個人」の








後の私化現象とも通 じているといえよう。丸山は、私化 した人間の隠遁性 は、社会制度の官僚












をできるだけ少なくする社会づ くりを行ってきたといえよう。 このような 「すべての人間の自
由 ・平等」 という民主主義的価値観を具現化 した個の尊厳 と人間同士の助け合いによる社会シ




ない。 しか しそれはどのようにして可能なのだろうか。それは非常に大 きな問題である。社会







の国々では政府および官僚が個の尊厳に基づ く社会 システムづくりを推進 してきたところに特
徴がある。それに対 し、アメリカ合衆国でのさまざまな人権保障制度は、市民の手によって獲
得された。1960年 代の公民権運動に始まり、近年ではADA法 として結実 した障害者差別禁
止法要求運動に見るように、市民の側か らの社会運動によって人権擁護は拡大されていった。
市民運動による社会変革がアメリカのばあい可能であったのは、司法の積極的な姿勢があった
か らである(要 田1994a)。 そこには民主主義機構の作動が見 られる。
しか しなが ら、政府の側の積極的な姿勢も、市民の側の世論を巻 き込む大 きな運動 も、司法















を助長する可能性のある 「自由」 という価値観 に力点を置くのではなく、 「個の尊厳」での平







する責任(accountability)が 負わせ られていない(:76)。 したがって国民は何のための政
策か知らされることなく国が運営 されている。第2に 、 日本のシステムは非公式のシステムに
依存 している(:109)。 っまり法律が相対的に軽んじられる傾向にあり、 重要なことが らほ
ど正規の法の規制を受 けないでいる。非公式なシステムが重んじられる限 り、訴えるべき対象
がないため、一般の人々は、権力をもっ立場にある人々に対抗する有効な手段を もたないこと
を意味する。第3に 、 日本社会では 「調和」 という幻想があり、争いごとの正当な役割まで否




第1や 第2の 指摘は、日本では主権在民が保障されていないことを意味 している。また準拠す
べきルールが明示 されていないと正当な手続 きで異議申し立てを行 うことができない。した
がって制度や政策を改善することができないままとなる。政策責任を明確化するルール、シス








































1っ の新 しい広範な 「創造された調和」をっくる方法を発見 しなければならない(:211)と




家の枠組みを越え、世界がすべての国民の意思によって民主 的に統治 される 「福祉世界」
(:210)と 呼ばれるものである。 そのためには、 たとえば低開発国、 第3世 界の援助の問題
についても、当該国の自助への援助を目指 した平等 ・公平の運営を行いかっ援助国の負担が公





ティトマス(Titmuss1968=1971:156)も 、 もはや 「福祉国家」 という国家の枠内での
み福祉制度を考えることの危険性を指摘 している。先進諸国の富国 と第3世 界の貧国との関係
は、貧国の福祉を充実させるたあの人材を富国に吸収させてしまう傾向があること、そのこと
によって貧国の国民をますます福祉から遠 ざけて しまう問題を取 り上げ、それを防止するため
に富国が何 らかの活動を行 う必要性を主張 している。そのための福祉社会の条件として、福祉
サービスを提供する人材育成(医 師、看護婦 、ソーシャルワーカー、科学者、技術者など)を
富国は自国でまかなうこと、っまり専門家養成のための国家政策 ・国家負担を提案 している。
またさらに第3世 界の国々の福祉 システムを支えるマ ンパワー養成を国際貢献として行う必要
があることを指摘 している。そのことがほかで もない 「福祉世界」 という観念への小さな歩み
を意味 していると述べている。













築を促 し、そのためには、人間を連帯へと導 く人間観への変更を迫 った。それは生産に貢献す








このように考えると、産業化を推進 してきた立場 は、自然界を手段視 し人間の支配下におき、
また生物のなかでももっとも人間は優位に立つとする 「人間中心主義」という利己的人間主義
であったといえよう。 この 「人間中心主義」 は、近代の優生思想の根幹にあるもので、あらゆ
る生命を序列化するものである。 「人間中心主義」 に基づく社会では、 人々は分断され競争 し
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あ わ な け れ ば な らな い。 また 自然 界 は人 間 の私 利 私 欲 の た め に破 壊 させ られ る。
そ れ に対 し、 人 間 を含 む あ らゆ る生 命 の尊 厳 を説 き、 生 命 同 士 が 相 互 依 存 関 係 に あ る とす る
立 場 を 「生 命 主 義 」 と捉 え た い。 生 命 は 自然 とい う環 境 の なか で 、 生 か し生 か され る存 在 と し
て対 等 で あ り、 尊 重 され な けれ ば な らな い。 そ の よ うな大 き な生 命 レベ ルで の 共生 シ ステ ム に
含 ま れ る形 で 、 人 間 社 会 が 存 在 す る。 「連 帯 的 人 間 主 義 」 と は、 生 命 主 義 が 人 聞 社 会 に お い て
適 応 され た概 念 で あ る。 す べ て の人 間 は1個 の生 命 と して尊 重 さ れ な けれ ばな らず 、 また 人 間
相 互 が支 え あ って こ そ人 間 ら し く生 き る こ とが で き る。
民 主 的福 祉 国 家 と は、 「連 帯 的人 問主 義 」 の立 場 に立 っ社 会 シス テ ムが 国 民 国 家 内 で 構 築 さ
れ た もの で あ る と捉 え る こ とが で き、 そ して福 祉 世 界 と は、 そ れ が さ らに人 類 の レベ ル で 達 成
され た もの を指 す 。 しか もそ れ だ けで な く、 生 命 レベ ル で の共 生 シス テ ム を も現 実 社 会 に具 現
化 させ た世 界 と捉 え る こ とが で き る。
以 上 か ら、21世 紀 が 求 め る新 しい人 間観 、 自然 観 は、 地 球規 模 の共 生 シス テ ム、 生 命 レベ
ル の 共生 シ ス テ ム の基 礎 と な る 「連帯 的 人 間主 義 」 か っ 「生 命 主 義 」 とい う ことが で き よ う。
この よ う な価 値 観 に基 づ く社 会 づ くりそ して 世 界 シス テ ム づ く り こ そ21世 紀 の人 類 の課 題 で
あ ろ う。
註
1)民 主 主義 的社会 は、 国民 の自治を根本 として いるので、 政 治機構 が民主 的であるか どうか の判断
は、 国民 の代表 である政治家がすべての国民 により選出 されてい るか どうか、 つま り普通選挙法 の
存 在が重要 なメルクマールとなる。
2)北 欧 の福祉 国家 がそれにあたる。 なかで も、 スウ ェーデ ンの福祉国家 の理論的基礎 は、 ケイ ンズ
経 済学 によ る計画経済 とテ ィ トマスの市民 権の拡大 および個 の尊厳 を基礎 にお いた(ス ティグマの
排 除 とニー ドによる最大限 のサー ビス)社 会政策 にあ ると見なす ことがで きる。
3)テ ィ トマス(Titmuss1968=1971)は 、 最 も強 いニー ドを もっ人 のために役 に立 っサー ビスを
与え、 かつ恥辱 の烙印 を押す危険 をで きるだ け少 な くす る供給 システムには 「何 らかの普遍主義 の
構造が、選別主義 的積極的区別 の不可欠の前提条件 になってい る(:169)」 とい う。
4)ミ ーゼスな どの自由市場派 は 「自由放任 の完全競争で は、 専門家が 『パ レー ト最適』 と呼ぶ状 態
一 生産 され たものはすべ て需要者 に売 りっ くされ
、労働市場 は完全雇 用 にあ る状態一 が実現 され、
その状態 で は、 各個人 の満足 が極大 となるよう生産 を して いる。 すなわ ち、 自由放 任 は、 すべての
人、 す べての企 業を満足 させるので あ り、 その資源 を最大限有効 に使 うのであ る」 と考え る。 しか
し、 森 嶋 によれば、 この ことが当て はまるの は非現実的な きわめて特殊 な場合(セ イ法則一供給 は
それ 自身 需要 をっ くる一 が成立す る場合)の み正 しいので あり、一般 の場合 には正 しいとはいえず、
しか も近代 的な現実 の社会 では、 セイ法則 は成 り立 たない(:189)と い う。 む しろ現実の経済で
は、供給 が需要 に適応 するのであ り、 セイ法則 の逆(反 セイ法則)が 成立す る(:8)。 この ことは
ケイ ンズの 『一般理論』 が初 めて明確 に した。 さらに、経済計画論 が開発 されると、 事態 は全 く逆
転 し、 ミーゼスやラ ンゲの結論の全 く逆が、結論 と して正 しいことになった(:204)。 さ らに、 自
由経済 も一種 の計画経済 と解 釈で きることにな り、 その市場機構 は計算価格 の分権的 な計算機 構だ
と見 られ るに至 った。 この ように考え ると、 基本的なの は計画経 済であ って、 資本主義経済 はその
一種 とな るとい う(:204-5)
。 ところで、 反 セイ法則化 の現実 の経済 では、 失業が存在す るのが
常態 であ り、 そうなると、 一群 の人が ます ます富み、 他 の人 はます ます貧乏 になるというマル クス
の両極分 解 は、資本家 ・就業労働者群 と失業者群 の間 に確実 に起 こる(:9)。 社会政策 を伴わ ない
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場合 の純粋 「資本主義」 は非常 に脆弱で ある。近 代的な資本主義 は、狭 い意味 の 「資本主義」 部門
と福 祉、 教育部 門の複合体(混 合経済)で あ り、 両者 は必ず対をな して存在 していなければな らな
い。 近代 資本主義 は両者 のバ ランスの うえ に初あて存命で きる(:241)と い う。
5)テ ィ トマスは、 不確実性 と予測不可能 性 とい う特徴 は医療 には付 きものであ るが、 それに適 用不
可能 な経済理論 を当てはめよ うとす る ことの問題を、人間 の血液 の調達 や配分 を例 に指摘 してい る
(Titmuss1968=1971:185-6)。 イギ リスで は 「血液 はコ ミュニ ティによ って コ ミュニテ ィのた
めに 自由に献血 され、 健康な者か ら病人 に与 え られ る無償 の贈 り物で ある」 とい う考 えか ら、 ボ ラ
ンタ リーな献血計画 によ る公 的な システムが構築 されてい る。 も し不注意 に使 われた り、 誤 って用
い られ たりす ると他 の薬剤 よ りも致命的 であ り、伝染性 の肝炎 やその他 の病気 の ビールスを運 ぶ危
険性 があ るため、 イギ リスでは、 供血者 の選 定や血液型 の適 合試験、 検査、 輸血な どには、 もっと
も厳 格な基 準が定あ られてい る。 国民保 健サ ービスが創設 されてか らは、 病 院へ供給 され る血 液の
量 は65%上 昇 した とい う。その結 果、 イギ リスで は血液不足がない。それに対 し、公 的 システムを
もたず市場 に依 存 してい るアメ リカのニ ュー ヨーク市で は、 慢性的な血液不 足にあ り、 一 方で は多
量の血液浪費があ るだ けでな く、「職業 的」売血者の血液の質 に危険があ るため、患者 に送 られ る血
液代 金や輸血勘 定書 は高価な もの にな って いるという。
6)サ ッチ ャー ・レーガ ンに よる経済 自由化政策の効果 は、 経済、 権 力、 社 会的威信 の3次 元すべて
にお いて個人問の不 平等 を拡大す る結果 を もたら した(Dore1990:20)。
7)テ ィ トマ ス(Titmuss:75)は 社会 保障 と社会サ ー ビス制度 の発達 に影響 を与 えた重要 な 目標の
1っ として、 すべての市民を社 会的 に統 合す るた あの 「統合的 目標」 をあげてい る。 その 目的 はコ
ミュニティへの参加 意識 を いっそ う高め ることで あり、 疎外を防 ぐことであ り、 また少数 者集 団、
人種集団、地方文化 のなかで生活 してい る人 々を全体社会 のなかに組 み込む ことで ある と述 べてい
る。
8)福 田(1977:121)に よれば、集団主義(collectivism)と は狭 い意味での民主主義 を意 味 し、政
治社 会 に大 きな権限を認あ ることによって、 連帯 をっ くり出す思想を いう。 この私有 財産 を一 定の
制限を加えなが らで も、 人問の間 に連帯 の思想 をっ くり出さなければな らない とい う思想 が、 福祉
国家を形成 したのであ る。 これ は、 自由主義 、個人本位 の思想(自 由の概念)を 修正 した といえ、
こういう民主主義の主張 は、 自由主義 とも対抗す るとと もに社会主義 とも区別 され るとい う。
9)コ ーポラティズムとは、 利益代表 グル ープ間 の合意 によって国家経済を運営す るものであ り、 所
得政策 に限 らず、 社会福祉、 教育訓練、 労働関係、 マクロ経済管理 など幅広い領域 にわた る政策 に
っ いて労働者 を代表す る組織が、 経営者代表組織 および政府 と責任を分担す るものであ る。 コー ポ
ラテ ィズムが産業社会で公的 に試み られ た度合 いは、 国 によって異な るが、 正 式に協 同組 合機構 が
作 られたの は主 と して ヨーロ ッパ の古 い産業国 であった。 成功度 はまちまちであ り、 スカ ンジナ ビ
ア諸国、 オース トリア、 オ ランダの国々 において は協同組合機構が完全 に制度化 され、 有効に機能
す る政府機構 の1部 となった。 イギ リスでは失敗 し、 アメ リカのニクソン政権 は機関を設 置す るま
で には至 らず、 日本 はそのよ うな機関 は作 らなかった。(Dore1990:25)
10)市 場経済 と多元的政治 を運営 してい くには、利益 グルー プの 自己利益追求 とい う意 味での個 人主
義で も十分可能か も しれないが、 反権威主義 的、 非 ム ッソ リー二型 の民主的 コーポラティズムを機
能 させ るには何 らかのコ ミュニテ ィー意識 が必要 であ る(Dore1990:28)。
11)ド ーア(Dore1990:106-108)は 、 イギ リスの経験 と日本 の経験 か ら、 さまざまな使われ方が
され る個人主義 にっ いて次 の7つ のタイプを析 出 してい る。 それは(1)存 在論的個人主義、(2)
道徳 的一貫性、(3)反 権威主義、(4)自 立 自助、(5)情 緒 的独立、(6)自 己追求主義、(7)自
己実現追求 である。 筆者 は、 なかで も(4)と(6)の 個人主義 をエ ゴイズムに転化 しやすい個人
主義 と考 える。
12)反 国家主義 的個人主義 は もともと、 マ グナカル タの伝統 か ら導 かれる反権威主義、 国家権力 にた
いす る懐疑 か らでている個人主義 であ り、 この個人主義 も適度 であれば、 国家権力の横暴をチ ェッ
クす るとい う意 味で民主主義 に貢献す る。
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13)ロ ーテ ンバーグ(Rotenberg:183-228)は 、個人主義 には、他者 と敵対す る、他者か ら切 り離
され ている 「疎外 の個人主義」 と共 同体 のなかで他者 と共 に生 きる 「互恵 の個人主義(ブ ーバ ーの
い う穏健 な個人主義)」 との2タ イプがあ るとい う。 「疎外 の個人主義」 型 と 「互恵 の個人主義」 型
との相違 は、 個人主義 的志 向ない し集団主義的志向の程度 によ って特徴 づけ られる。 前者 を利 己主
義的 な達 成欲求 を もっ個人主義、後者 を集 団主 義的な達成欲求 をもっ個人主義 として操作的 に定義
して調査 した ところ、利 己的 な達成欲求 をもっ人の方が疎外感 が強 く見 られた。
14)選 別 主義的 サー ビスは、通常 ニー ズのあ る人 に効果的 に与 えるとい う経済効率 的 目的か ら行 われ
ているが、 い くっかのマイナスの面 を合 わせ持っ。1っ は、 資格 があ るかを認定す るために利用者
に屈辱 的な烙 印を押 す ミー ンズテス トを行 う必要があ ること。2っ に、 福祉 サー ビスを受 ける人 と
与 え る人 という国民 を2っ の グル ープに分 けて しまい、互 いの差別感 をあお ることにな り連帯意識
は育 たない とい うこと。 また、 隠れた選別的サー ビスの機能 として、 このよ うな利用者へ のステ ィ
グマは、 利用者 が気軽 にサー ビスを受 けることを躊躇す るため、 サー ビスの乱用 を防 ぐ目的で用 い
られ てい ることがあげ られる。 テ ィ トマス(Titmuss1968-1971:145)は さ らに、 この選別主義
的サー ビスの経済効率 的 とい うプラス面 にっ いて も、経済的基準 を どこにお くかの一律の モデルを
つ くる ことはで きないたあ、 不確定要素が大 き く、 結局 はニ ーズのあ る人 への効果 的なサー ビスは
行 われない と指摘 する。
15)制 度 的福祉 モデルは、 民主 的福祉国家 の立場 がとる社会政策で あり、 残余的福祉 モデル は、 自由
市場派 の立場 が とる社会政策 である。
16)「 適正 化」 とは国庫 の負担 を少 な くす るたあに行われ るものだが、見方 を変 えれば行政 が行 うあか
らさまな スティグマ付与 によ る利用制限であ り、札幌母子餓死事件 な ど人 権問題を引 き起 こ してい
る。 この適正化政策 は現在 さらに、 離婚母子家庭 におけ る児童扶養手 当の併給禁止や、 支給対象者
の所得制 限を強め るな ど、 よ り選別主義 を強 めて いる。
17)こ の場 合の近代家族 の定義 は、性別役割分業 に基づ く夫婦家族制家族の ことを指 し、家族形態 は核
家族 であ ることに こだわ らない。 日本 の場合、 家族 に老人扶 養が期待 され、 家族 の内部構造 は夫婦
制家族 であ って も伝統 的な直系 家族形態 をとる場合 もある(要 田1994c)。
18)ド ー アは、西欧の集団主義 をcollectivism、 日本の集団主義をgroupismと 区別 して用 いてい る。
また、 違 いを明 らか にす るために研究者 によって は、collectivismを 集合主義、 集産主義 と訳 すば
あい もあ る。 筆者 は、 両者 と もそれ ぞれの文化 にお ける連帯 のあ り方 の1形 態 と捉 えるため、 集団
主義 とい う用語を普 遍的に用 い る。
19)こ の4類 型 は、 水平軸を、 個人が政治的権威の中心 に対 していだ く距離 の意 味の度合 い(政 策 決
定 中枢 と一体化す る傾向を求心 性/反 対の極 を遠心性)に とり、 垂直軸を、 個々人がお互いの間 に
自発 的 にすす め る結社 形成の度合 い(仲 間 との連帯意識 を結 社形 成的/反 対 の極 を非結社形 成的)
とした4象 現 にそれぞれ対応 す る。 「自立化」 は遠心的 ・結社形成的で あ り、 「民主化」 は結社形成
的 ・求 心的で ある。 また、 「私化」 は遠心的 ・非結社形成的であ り、 「原子化」 は非結社形成的で求
心 的で ある(丸 山1968:372-3)。
20)宮 島喬(1984:140)は 、 日本で の私生活型 ライフスタイル において は、 他 の要素 に先ん じて消
費への志向が突出 して きた とい う感が深 い と述 べ、 私 的生 き方 を変更す るには、 欲望 と しての私生
活 を乗 り越 え うる価値 的一貫性 を もった私生活 の組 み立てが各個人 において追 求 されねば な らない
とい う。その たあには、1っ に、「個 としていかに生 きるか」 とい う自己実現的 な生活設計へ の努力、
2っ に、「私」の生活を主体的 に防衛す るうえでの共 同性 への関心 に媒介 された権利意識 の確立、 を
課題 と して あげて いる。
21)人 間 のパ ーソナ リティー形成 において、また文化 の継承 において、家族 とい う集団 が重要 なのは、
親 がす る子育 てを とお して子 ど もに人 間関係 の基礎 が形づ くられ、 また社会 の価値 観が内面化 され
てい くか らであ る。 したが って民主的 な人間 関係 を形 成す るには互 いを対等 な存在 として認 めた民
主 的な人間関係 に基づ く親子関係、 家族関係であ ることが重要 とな る。 ア ドラー心理学 は、 従来 の
育児 とはまった く違 った、 親 と子の対等な人 間関係 を前 提 とした、 勇気 づけによ る新 しい育児法 を
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提 唱 して い る(Dreikurs&Soltz1964-1993;野 田1994)。 心 理 学 者 ア ドラー に よれ ば、 よ い人 間
関 係 に は次 の8つ の特 徴 が 見 いだ せ る と い う(野 田:85)。(1)尊 敬:相 手 の状 態 や 行 動 と は関 わ
りな く無 条 件 に相 手 を 尊 敬 し、 常 に礼 節 を もっ て接 す る態 度 。(2)信 頼:基 本 的 に相 手 を信 じ、 っ
ね に相 手 の行 動 の 背 後 に あ る善 意 を 見 っ け よ うとす る。 相 手 に は能 力 が あ る と み なす 態 度 。(3)協
力:原 則 と して は頼 まれ な い限 り、 相 手 の人 生 に は 口 や手 を 出 さ な い。 頼 まれ れ ばで き るだ け援 助
す る態 度 。(4)共 感:相 手 のお か れ て い る状 況 、 考 え方 、 意 図 、 関 心 な ど に、 対 等 の 人 間 と して 関
心 を持 っ 態 度 。(5)話 し合 い:調 整 の 必 要 が あ れ ば、 冷 静 に、 理 性 的 に話 し合 って 、 合 意 に達 す る
よ うに努 め る態 度 。(6)平 等:各 人 の 個 性 を認 め、 各 人 が 自分 の行 動 に責 任 を と って 他 者 に迷 惑 を
か け な いか ぎ り、 最 大 限 の 自由 を認 め る態 度 。(7)寛 容:自 分 の価 値 観 は絶 対 的 な もの で はな い こ
と を知 り、 他 者 に それ で 測 る こ とを せ ず 、 ま た他 者 に 自 由 を認 め る態 度 。(8)主 張 的:感 情 的 にな
る こ と な く、 冷 静 に主 張 す る べ き こと を主 張 し、 しか も相手 を 傷 っ けな い よ うに配 慮 す る態 度 、 で
あ る。
22)北 欧 の オ ンブ ズ マ ン制 度 は と くに有 名 で あ り、 北 欧 型 民 主 主 義 を支 え て い る制 度 とい え よ う。 オ
ンブ ズ マ ン制 度 は、 近 年 各 国 に広 ま って い るが 、1955年 に は、 ス ウ ェ ー デ ン、 フ ィ ン ラ ン ド、 デ ン
マ ー ク の3力 国 に しか な く、1962年 に、 ノ ル ウ ェ ー と ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドの2力 国 が この 制 度 を 採 用
した(Rowat1973=1989)。
23)在 住 外 国 人 政 策 の基 本 理 念 は、 「ス ウ ェ ー デ ン在 住 の外 国 人 もス ウ ェ ー デ ン国 民 と同 じ生 活水 準 を
保 障 さ れ な けれ ば な らな い」 とい う考 え の も と、 次 の よ うな 環境 が 整備 され て い る(岡 沢1991:
108-114)。(1)住 宅 ・教 育 ・社 会 保 障 で は ス ウ ェ ー デ ン人 と 同一 の権 利 、(2)連 帯 賃金 制(同 一
労 働 同 一 賃 金)と 労 働 訓 練 、(3)複 数 言 語 に よ る情 報 提 供 、(4)通 訳 使 用 申 請 権 、(5)ス ウ ェー
デ ン語 学 習 機 会 の 提 供 、(6)在 住 外 国 人 児 童 へ の母 国 語 学 習 機 会 の提 供 、(7)地 方 選挙 権 ・被選
挙 権 付 与 、(8)国 民 投 票 参 加 権 、(9)地 方 公 務 員 就 職 権 、(10)民 族 差 別 オ ン ブ ズマ ン制度 、(1!)
民 族 団 体 活 動 へ の国 庫 補 助 が あ る。
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